
香川県東部清掃施設組合財務書類について

　　国・地方公共団体の公会計制度は、これまで現金収支に着目した単式簿記が採用され

てきました。ところが単式簿記は、発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ、過去

から積み上げた資産や負債などの状況を把握できないこと、また減価償却や引当金といっ

た会計手続きの概念がないといった弱点がありました。

　平成１８年６月「簡素で効果的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

が成立したことにより、地方の資産・債務改革の一環として、自治体の資産や債務の管理

に必要な公会計をさらに整備することを目的に、総務省では「新地方公会計制度研究会」

を発足させました。同研究会からは平成１８年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」が

公表され、続けて同年８月には総務省から「地方公共団体における行政改革の更なる推進

のための指針」が示されました。

　この指針では、地方公共団体の公会計の整備について、国の作成基準に準拠した新た

な方式による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計

算書）の作成及び開示を行うよう、地方公共団体に対して要請を行いました。

　この要請に基づき各地方公共団体では公会計の整備を着々と進めていきましたが、

総務省は新地方公会計制度の導入にあたり、総務省は「総務省方式改訂モデル」と「基準

モデル」の二つのモデルを示していました。東京都は東京都方式、大阪府は大阪府方式と

ありましたが、複数あることで他団体比較ができない等の問題が生じていたため、

平成２５年８月に「研究会　中間とりまとめ」が公表、平成２６年３月に「地方自治体における

固定資産台帳の整備等に関する作業部会報告書」「財務書類作成基準に関する作業部会

報告書」が公表されました。

　そして、平成２７年１月に統一的な基準による地方公会計マニュアルが公表され、すべて

の地方公共団体へこの統一的な基準での財務書類を作成するよう要請されました。

　当組合におきましては、同要請を受け、統一的な基準での財務書類を作成しています。

　なお、連結の対象となる団体は香川県市町総合事務組合となっており、当組合はさぬき

市、東かがわ市及び三木町の連結対象団体となっています。



（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 － 【負債の部】 －

　固定資産 2,874,163,440 　固定負債 273,005,888

　　有形固定資産 2,734,858,424 　　地方債等 273,005,888

　　　事業用資産 2,733,340,268 　　長期未払金 －

　　　　土地 94,039,840 　　退職手当引当金 －

　　　　立木竹 － 　　損失補償等引当金 －

　　　　建物 2,569,658,425 　　その他 －

　　　　建物減価償却累計額 △1,674,907,490 　流動負債 14,167,867

　　　　工作物 14,653,707,169 　　1年内償還予定地方債等 5,594,112

　　　　工作物減価償却累計額 △12,909,157,676 　　未払金 －

　　　　船舶 － 　　未払費用 －

　　　　船舶減価償却累計額 － 　　前受金 －

　　　　浮標等 － 　　前受収益 －

　　　　浮標等減価償却累計額 － 　　賞与等引当金 8,231,643

　　　　航空機 － 　　預り金 342,112

　　　　航空機減価償却累計額 － 　　その他 －

　　　　その他 － 負債合計 287,173,755

　　　　その他減価償却累計額 － 【純資産の部】 －

　　　　建設仮勘定 － 　固定資産等形成分 3,020,885,884

　　　インフラ資産 － 　余剰分（不足分） △261,535,346

　　　　土地 － 　他団体出資等分 －

　　　　建物 －

　　　　建物減価償却累計額 －

　　　　工作物 －

　　　　工作物減価償却累計額 －

　　　　その他 －

　　　　その他減価償却累計額 －

　　　　建設仮勘定 －

　　　物品 54,859,330

　　　物品減価償却累計額 △53,341,174

　　無形固定資産 －

　　　ソフトウェア －

　　　その他 －

　　投資その他の資産 139,305,016

　　　投資及び出資金 －

　　　　有価証券 －

　　　　出資金 －

　　　　その他 －

　　　投資損失引当金 －

　　　長期延滞債権 －

　　　長期貸付金 －

　　　基金 504,016

　　　　減債基金 －

　　　　その他 504,016

　　　その他 138,801,000

　　　徴収不能引当金 －

　流動資産 172,360,853

　　現金預金 25,638,409

　　未収金 －

　　短期貸付金 －

　　基金 146,722,444

　　　財政調整基金 146,722,444

　　　減債基金 －

　　棚卸資産 －

　　その他 －

　　徴収不能引当金 －

　繰延資産 － 純資産合計 2,759,350,538

資産合計 3,046,524,293 負債・純資産合計 3,046,524,293

連結

連結貸借対照表
（平成31年03月31日 現在）



連結

（単位：円）

科目 金額

経常費用 1,287,281,312

　業務費用 1,263,347,818

　　人件費 101,714,700

　　　職員給与費 88,390,339

　　　賞与等引当金繰入額 8,231,643

　　　退職手当引当金繰入額 －

　　　その他 5,092,718

　　物件費等 1,160,593,327

　　　物件費 708,829,705

　　　維持補修費 －

　　　減価償却費 451,763,622

　　　その他 －

　　その他の業務費用 1,039,791

　　　支払利息 398,131

　　　徴収不能引当金繰入額 －

　　　その他 641,660

　移転費用 23,933,494

　　補助金等 23,446,194

　　社会保障給付 －

　　他会計への繰出金 －

　　その他 487,300

経常収益 173,159,812

　使用料及び手数料 150,872,840

　その他 22,286,972

純経常行政コスト 1,114,121,500

臨時損失 －

　災害復旧事業費 －

　資産除売却損 －

　投資損失引当金繰入額 －

　損失補償等引当金繰入額 －

　その他 －

臨時利益 －

　資産売却益 －

　その他 －

純行政コスト 1,114,121,500

連結行政コスト計算書
自 平成30年04月01日

至 平成31年03月31日



固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 3,192,728,165 3,447,331,987 △254,603,822 －

　純行政コスト（△） △1,114,121,500 － △1,114,121,500 －

　財源 677,279,618 － 677,279,618 －

　　税収等 677,279,618 － 677,279,618 －

　　国県等補助金 － － － －

　本年度差額 △436,841,882 － △436,841,882 －

　固定資産等の変動（内部変動） － △429,930,103 429,930,103 －

　　有形固定資産等の増加 － － － －

　　有形固定資産等の減少 － △451,793,356 451,793,356 －

　　貸付金・基金等の増加 － 33,593,253 △33,593,253 －

　　貸付金・基金等の減少 － △11,730,000 11,730,000 －

　資産評価差額 － － － －

　無償所管替等 － － － －

　他団体出資等分の増加 － － － －

　他団体出資等分の減少 － － － －

　比例連結割合変更に伴う差額 △19,745 － △19,745 －

　その他 3,484,000 3,484,000 － －

　本年度純資産変動額 △433,377,627 △426,446,103 △6,931,524 －

本年度末純資産残高 2,759,350,538 3,020,885,884 △261,535,346 －

（単位：円）

科目 合計

連結

連結純資産変動計算書
自 平成30年04月01日

至 平成31年03月31日



連結

（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】 △1,571

　業務支出 835,089,054

　　業務費用支出 811,155,560

　　　人件費支出 101,286,064

　　　物件費等支出 708,829,705

　　　支払利息支出 398,131

　　　その他の支出 641,660

　　移転費用支出 23,933,494

　　　補助金等支出 23,446,194

　　　社会保障給付支出 －

　　　他会計への繰出支出 －

　　　その他の支出 487,300

　業務収入 850,439,428

　　税収等収入 677,279,618

　　国県等補助金収入 －

　　使用料及び手数料収入 150,872,840

　　その他の収入 22,286,970

　臨時支出 －

　　災害復旧事業費支出 －

　　その他の支出 －

　臨時収入 －

業務活動収支 15,362,060

【投資活動収支】 1,926

　投資活動支出 33,595,179

　　公共施設等整備費支出 －

　　基金積立金支出 33,595,179

　　投資及び出資金支出 －

　　貸付金支出 －

　　その他の支出 －

　投資活動収入 11,742,041

　　国県等補助金収入 －

　　基金取崩収入 11,742,041

　　貸付金元金回収収入 －

　　資産売却収入 －

　　その他の収入 －

投資活動収支 △21,853,138

【財務活動収支】 －

　財務活動支出 －

　　地方債等償還支出 －

　　その他の支出 －

　財務活動収入 －

　　地方債等発行収入 －

　　その他の収入 －

財務活動収支 －

本年度資金収支額 △6,502,764

前年度末資金残高 31,799,186

比例連結割合変更に伴う差額 △125

本年度末資金残高 25,296,297

前年度末歳計外現金残高 307,480

本年度歳計外現金増減額 34,632

本年度末歳計外現金残高 342,112

本年度末現金預金残高 25,638,409

連結資金収支計算書
自 平成30年04月01日

至 平成31年03月31日


